
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

１． 新制度創設の背景 

「育成就労」とは、現行の技能実習制度に代わる新たな外国人雇用の制度です。 

本来、途上国への技能移転を目的とした技能実習制度ですが、その目的は形骸化して実態と乖離し、法令違反も

多発していました。 

こうした現状を鑑みて実施される新制度は、育成就労者のキャリアの明確化と適切な権利保護、受け入れる側の要

件厳格化などを通じて、人口が減少する日本を労働者にとって魅力的な「選ばれる国」にし、また外国人労働者が地域

に根付くことで、産業を支える人材を確保することを目指しています。 

２． 技能実習制度と育成就労制度の違い 

(1) 対象職種の増加 

育成就労制度では、制度が適用される産業分野が変わります。 

現行の技能実習制度は、農業、漁業、建設、食品製造、繊維・衣服、機械・金属等を対象としています。一方、育成

就労制度では、原則として「特定産業分野」（特定技能ビザが対象とする産業分野）と同じ産業分野へと対象が広がり

ます。2023年末時点での特定産業分野は、介護、ビルクリーニング、素形材産業・産業機械製造業・電気電子情報関

連産業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業ですが、今後、分野

の種類は順次拡大することが予定されています。 

(2) 転籍（転職）が容易に 

現行の技能実習制度では、人権侵害があった場合などやむを得ない場合を除いて、原則として転籍ができない仕

組みですが、新制度では労働条件について「聞いていた話と違う」といった場合でも転籍が認められることがあります。 

また、就労期間が１年を超えており、本人の技能・語学レベルが基準を満たし、転籍先が育成就労の適正な実施基

準を満たすなどの条件が整えば、「本人意向による転籍」も認められるようになります。 

(3) 育成就労者を受け入れる機関が手数料を一部負担 

技能実習制度では、技能実習生が本国で実習生を送り出す機関に対して多額の手数料を支払う仕組みになってお

り、借金を抱えて来日する実習生も多かったため、実習生による失踪・不法就労といった問題を生んできました。 

新制度では、手数料の適正化に加えて、受け入れる企業側も一部を負担することが求められます。 

（次頁に続く） 

【外国人材の確保と育成に向けて】 
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１．技能実習制度に代わる「育成就労制度」の創設（2027年までに制度が開始される予定）を柱とする改正入管難

民法等が、先の通常国会で成立しました。 

２．技能実習制度との違い、新制度の主なポイントなど、現時点で判明している情報をお届けします。 
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３． ビザの要件・取得方法 

育成就労ビザの取得には、日本語能力試験で一番やさしい「N５」レベル（またはN５レベル相当の講習の受講）が必

要です。ビザの申請は、申請者を雇用する企業が直接受け入れる「単独型」と、雇用する企業を監理・支援する法人が

受け入れる「監理型」の２種類があります。 

４． 特定技能への移行 

現行の技能実習制度では、特定技能（１号）の在留資格を得る方法は技能実習を５年満了することによる「技能実習

ルート」と、３年の技能実習を経て所定の技能検定と日本語能力試験等に合格することで取得できる「試験ルート」があ

ります。 

一方、育成就労制度においては、当面の移行期間を経た後は「試験ルート」のみ認められる予定です。 

 

※本記事の内容は、2024年6月時点のものです。 

 技能実習制度 育成就労制度 

目的 国際貢献・人材育成 

※「帰国」が原則 

人材の育成と確保 

※「長期間の人材確保」が目的 

在留資格 技能実習（１号～３号） 育成就労 

在留期間 最長５年 

（特定技能ビザの取得により更新が可能） 

原則として３年 

（特定技能ビザの取得により更新が可能） 

職種 ・農業（２職種６作業） 

・漁業（２職種10作業） 

・建設（22職種33作業） 

・食品製造（11職種18作業） 

・繊維・衣服（13職種22作業） 

・機械・金属（17職種34作業） 

・その他（21職種38作業）（職種：家具製作、

印刷、製本、プラスチック成形、強化プラス

チック成形、塗装、溶接、工業包装、紙器・

段ボール箱製造、陶磁器工業製品製造、

自動車整備、ビルクリーニング、介護、リネ

ンサプライ、コンクリート製品製造、宿泊等） 

・社内検定型（２職種４作業） 

※必ずしも特定技能ビザの対象職種と一致

しない 

・介護 

・ビルクリーニング 

・素形材産業・産業機械製造業・電気電子情

報関連産業 

・建設 

・造船・舶用工業 

・自動車整備 

・航空 

・宿泊 

・農業 

・漁業 

・飲食料品製造業 

・外食業 

※特定技能ビザの対象職種と原則一致（今

後､実態に合わせて追加される場合がある） 

特定技能の受け入れ

人数枠 

最大345,150人(2019年４月〜2024年３月) 最大820,000人(2024年４月～2029年３月) 

転籍 原則不可 やむを得ない事情に加え、本人の意向による

転籍が可能 

派遣 不可 農業・漁業など、季節性のある分野で可能 

日本語能力 

（就労開始時点） 

原則なし 日本語能力試験N５等 

特定技能ビザへの移

行方法 

「技能実習ルート（５年）」と「試験ルート（３年

＋試験）」 

「試験ルート（３年＋試験）」のみ 

【現行制度と新制度の比較】 

 


